
ガバナンス

当社は、コーポレートガバナンス、コンプライアンス、リスクマネジメ
ントの３つを基盤とし、ステークホルダーの皆様に対し、誠実な事業活動
を通じて対話に努めます｡

基本方針 基本方針
当社は適時・適切かつ公平な企業情報を発信して、さまざまなIR活動を通じて、株式市場における適切な企業
評価を得られるよう努めています。開示に関する法令ならびに東京証券取引所の定める規則に従った情報開示※

だけでなく、経営方針や事業活動の情報も、当社への理解を深めていただけるよう積極的に開示していきます。

当社は、2022年4月をもって東京証券取引所第一部から
新市場区分「プライム」へ移行しました。
東京証券取引所は、第一部、第二部、マザーズ、ジャスダックの市場区分を
廃止し、プライム、スタンダード、グロースの3つの市場に再編しました。
当社が選択した「プライム」は、高いガバナンス水準を備え、投資者との
建設的な対話を中心に据えて持続的な成長と中長期的な企業価値の向上
にコミットする企業と位置付けられています。
当社はプライム上場企業として、今後も企業価値の向上を目指すとともに、
コーポレートガバナンスの水準を高め、サステナブルな社会を目指した取り
組みを進めてまいります。

情報提供の取り組み
株主総会、株主懇談会は、新型コロナウイルスの感染拡大防止のため、
座席間隔の確保、マスク着用、検温、消毒液の設置などの対策を行って
開催しました。

IR活動実績（2021年度）
・とよたビジネスフェア（3月）
・株主向け報告書（11月）

※6月に発行していました期末報告書は、
　招集ご通知と統合しました。

・招集ご通知（5月）
・機関投資家、証券アナリストとの個別面談

企業経営の健全性と効率性を狙いとしたコーポレートガバナンスの充実・強化が最重要課題と認識しております。2021年度
は、取締役会の監督機能強化・意思決定プロセスの客観性/透明性を高めるため「役員人事報酬委員会」を設置。また、持続可能な社会へ
の貢献に向けて「サステナビリティ委員会」を設置しました。なお、2022年度は、取締役会の監督機能強化を目的に、「コンプライアン
ス委員会」を業務執行の下部組織から取締役会への報告機関へ位置づけを変更・強化しました。

コーポレートガバナンス

株主・投資家とともに

株主総会（2021年6月） とよたビジネスフェア（2022年3月）

CSR方針

PICK UP プライム市場への移行

取締役会の諮問／
業務執行の監督機能

❶取締役会 2021年度開催回数：12回

主な役割と2021年度の主な審議事項

体制

法令・定款で定められた事項や経営に関する
重要事項の決定並びに業務執行の監督、

「VISION2025」の目標設定や課題認識と議論

原則月１回開催し、構
成メンバーは、取締役
５名、（うち：社外取締役
２名）監査役４名（うち：
社外監査役３名）

❷監査役会 2021年度開催回数：13回

主な役割と2021年度の主な審議事項

体制

監査役会が定めた監査の方針および計画に
従って監査活動を実施し、大豊グループの経
営健全化や取締役の監査・監督を実施

原則月１回開催し、構
成メンバーは、監査役
４名（うち：社外監査役
３名）

❸役員人事報酬委員会
2021年10月28日新設

体制

取締役の指名・報酬等に関する事項を審
議し、取締役会に諮問答申（取締役の体
制、スキルマトリックス、役職別報酬、個別
報酬額等）

原則年１回以上開催
し、構成メンバーは、
取締役３名（うち：社
外取締役２名）

❹コンプライアンス委員会
2021年度開催回数：3回

主な役割と2021年度の主な審議事項

体制

コンプライアンス状況の報告・議論、
コンプライアンス教育  等

原則年１回以上開催
し、構成メンバーは、
取締役５名（うち：社
外取締役２名）、社内
監査役１名、本部長４名、顧問弁護士１名

原則年１回以上開催
し、構成メンバーは、
取締役５名（うち：社外
取締役２名）

❺サステナビリティ委員会

体制

主な役割と2021年度の主な審議事項
（2022年3月以降 開催）

主な役割と主な審議事項
（2022年4月以降 開催）
社会・環境問題をはじめとする持続的な社
会の実現のために解決すべき重要な課題

（マテリアリティ）を特定し、事業を通じた
当該課題への取り組みを、取締役会へ報告

2022年2月1日新設

株主総会

❶取締役会
（社外取締役を含む）

❷監査役会
（社外監査役を含む）

会計監査人

内部監査部門
（代表取締役社長兼
社長執行役員直轄）

❸役員人事報酬委員会

❹コンプライアンス委員会

❺サステナビリティ委員会
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（2022年6月株主総会以降の体制）
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委員長（議長）

ガバナンス社会
経営企画領域、経理領域 領域長　延川 洋二 監査室 担当、総務人事領域 領域長　竹村 康行

※2021年3月期より決算概要の英文開示を開始いたしました。
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